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政策評価（令和５年度）

１　戦略のねらい

２　施策評価の結果

※施策評価の結果：A、B、C、D、Eの５段階で判定した結果

３　総合評価結果と評価理由

　※定量的評価：施策評価結果を点数化して平均点を算出し、Ａ相当、Ｂ相当、Ｃ相当、Ｄ相当、Ｅ相当の５段階に判定する。

　 　・施策評価結果の配点　A：４点、B：３点、C：２点、D：１点、E：０点

　 　・判定基準（平均点）　 　Ａ相当：４点、Ｂ相当：３点以上４点未満、Ｃ相当：２点以上３点未満、Ｄ相当：１点以上２点未満、Ｅ相当：１点未満

　※総合評価：定量的評価を基本とし、定性的評価を考慮する必要がある場合には、総合的な観点からA、B、C、D、Eの５段階に判定する。

４　主な課題と今後の対応方針

　※課題と今後の対応方針の各施策の詳細については、施策評価調書を参照

５　政策評価委員会の意見

政策評価調書

　戦略６　教育・人づくり戦略

　幹事部局名 教育庁 　評価者 企画振興部長 　評価確定日 令和５年７月31日

　本県教育の基本である「ふるさと教育」を一層推進しながら、心豊かで郷土愛に満ち、高い志と公共の精神を持って未
来を力強く切り拓く人づくりに取り組みます。

施策評価の結果

2022（Ｒ４） 2023（Ｒ５） 2024（Ｒ６） 2025（Ｒ７）

目指す姿１秋田の将来を支える高い志にあふれる人材の育成 Ｅ

目指す姿２確かな学力の育成 Ｂ

目指す姿３グローバル社会で活躍できる人材の育成 Ｂ

目指す姿４豊かな心と健やかな体の育成 Ｂ

目指す姿５地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化 Ｂ

目指す姿６生涯にわたり学び続けられる環境の構築 Ｂ

総合評価 評価理由　　　　　

　県内企業への新規高校卒業就職者の３年後の離職率（平成31年
３月卒業者：29.4％）は、全国平均（同：35.9％） を下回り、
改善傾向にあるものの依然として高い水準にある。

　離職防止のためのセミナー等を実施し、定着支援の取組を進める
とともに、就職支援員や教員が、卒業生が就職した県内企業を積極
的に訪問し、卒業生と面談するなどのフォローアップを行う。ま
た、県内や県外に再就職している離職者の割合等の実態把握や、離
職者に対する県内再就職に必要な求人情報の提供等に努める。

など　 など　

　１人１台端末が整備されて２年が経過し、授業にＩＣＴを活用
して指導することができる教員の割合も向上しているが、ＩＣＴ
活用に苦手意識のある教員や上級レベルの教員への対応が課題で
ある。

　外部の専門人材を活用し、管理職向け研修やレベル別に細分化し
た教員研修を実施するとともに、ＩＣＴを活用した実践事例の共有
を図る。

など　 など　

　新型コロナウイルス感染症の影響もあり、対面での交流機会が
減少してきたことから、ウィズ・アフターコロナにおける国際感
覚や世界的視野を身に付けるための人材育成が求められている。

　海外との交流や国際交流員による国際理解講座をオンラインも活
用しながら引き続き実施するほか、インターナショナルデー等の開
催を通して、県民の国際理解と人材育成の促進を図っていく。

など　 など　

　スクールカウンセラーへの相談要請が増加しているものの、配
当時間に限りがあるため、突発的な相談希望等により時数が増加
した場合の対応に苦慮している。

　スクールカウンセラーの年間配当時間の他に、あらかじめ緊急対
応分の時間数を確保して、学校からの要請に対応するとともに、ス
クールカウンセラーの確保や拡充に向けた検討を進める。

など　 など　

　卒業生の県内定着を図り、本県産業界等で活躍できる人材育成
の取組が求められている。

　学生が低年次から県内企業を就職先としてしっかりと意識できる
よう、大学等が学生に対して行う県内企業と連携した取組やキャリ
ア教育などに対し、引き続き支援する。

など　 など　

　縄文遺跡群や風流踊など本県の文化財の魅力が認められつつあ
るが、地域住民が参加した保存や活用の取組が不十分である。

　秋田県文化財保存活用大綱に基づき、観光部門や地域づくり部
門、学校教育等と連携した取組を推進することで、地域住民の文化
財を継承しようという気運を盛り上げ、保存と活用の相乗効果を図
る。

など　 など　

施　　　策

Ｃ
　施策評価の結果を基にした定量的評価が「Ｃ相当（平均点2.50）」であることから、総合評価は
「Ｃ」とする。

目指
す姿

　課題（戦略の目標達成に向けた課題など） 今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）
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　自己評価の「Ｃ」をもって妥当とする。
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